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資料:阪 神大震災 に関す る企業 ・従業員の調査結果
1.は じ め に
1995年1月17日 早朝,淡 路島を震源 に発生 した阪神大震災(注一1)は,
0部 地域 で は震度7を 記録 す る大地震 であった。6308人 の死者(消 防庁
調べ)を は じめ多 くの犠牲者 を出す とともに,建 造物,鉄 道や高速道路 な
どに関す る 「技術神話」 を無惨 に も打 ち砕 いて しま った。東海道 ・山陽
新幹線 は20数 ヵ所 にわ た り高架橋 の落下,柱 部 の亀裂 な どの被害 を受
けた。 また,在 来線で もJR東 海道線,阪 急電鉄神戸線,同 伊丹線 阪
神電鉄線 神戸市営地下鉄線 神戸高速鉄道東西線 で,駅 ホームの倒壊,
高架橋の落下,ト ンネル中間柱 の破壊 などの様 々な大規模被害 が発生 し
た。一方,鉄 道だ けでな く,神 戸港や高速道路 な どの物流 のイ ンフラも
破壊 され,分 断 されて しま った。 コンテナ貨物港 として は日本最大の神
戸港 の受 けた被害 は極 めて深刻な ものであ った。
124商 経 論 叢 第31巻 第3号
C2Q3)
このよ うに,阪 神大震災 は,大 都 市を襲 う直下型地震 の恐 ろ しさと
,
情報通信手段 ・交通手段 ・ライフライ ンを破壊 された ときのハ イテク近
代都 市の脆弱 さを我 々の眼前 に突 きっけた。『平成7年 版建設 白書』によ
れば,阪 神大震災 の教訓 と して,「阪神 ・淡路 地域 を襲 った直下型の地震
は,木 造密集地域 で発生 した市街地火災,ラ イ フライ ンの機能停止 によ
る市民生活への打撃,交 通網の寸断 による国内外の生産活動 への多大 な
影響等,我 々の予想 を上 回 る大規模 な被害を もた ら した
。 このことによ
り,我 々は,大 地震,特 に直下型地震 はいつ,ど こで起 きるのか は現在
の科学で必 ず しも予知で きる もので はな く
,そ の規模 も我 々の経験 の範
囲 を超 え ること もあ り得 るとい うことや,都 市環境 国内外の交流等経
済社会環境 の変化 は・ ひ とたび大地震 が 発生 すれば大 きな被害 を招 く危
険性があ ること」 を認識 させ たとい うことが指摘 されている
。
阪神大震災 と1995年 末に発生 した高速増殖炉 「もん じゅ」のナ トリウ
ム冷却材 の漏 出事故によ ってyI995年 は 日本の 「技術神話」が崩壊 した
年 と して後 世記憶 に残 されるだ ろう。 しか しなが らa阪 神大震災 の被害
実態 を通 して,超 過密 のハ イテ ク近代都市 とな った東京や横浜な どの大
都 市を直撃す る可能性の大 きい首都圏 の直下型地震 や関東大震災 クラス
の大地震 の被害 を想 像す るの は容易 なことで はない
。 なぜ なら,戦 後 の
50年 間 に人 口の集中・産業経済活動 の集積 な どの様々な要因 によ
って,
首都圏では 日本だけで な く,世 界中のどの大都 市圏 とも比較 で きないほ
どに過 密 ・集 中が進 んで いるために,首 都圏 における これ らの地震 の被
害 の姿 は我 々の想像 をはるか に超 えた ものにな る可能性が大 きいか らで
ある。
本稿で は,神 戸市内4区 の企業組織 ・従業員 を対 象にy阪 神大震災後
の鉄道 や道路 な どの大規模 な被害発生の もとで,通 勤及 び仕 事環境 に生
じた変化 や情報通信機器 の利用状況な どを把握 す ることを 目的に実施 し
た調査の結果 と大都市交通 セ ンサ スや国勢調査 のデータを分析 す ること
を通 して,首 都圏の通勤 の現状 と大地震 の発生 時におけ る交通基盤破壊
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の問題点 を検討 す ることに したい。 本稿 の構成 は次の通 りで ある。 第2
章 では,神 戸市内で行 った阪神大震災後 の企業及 び従業員 に関す る実態
調査 の概要 を明 らかにす る。第3章 で は,神 戸 における調査の結果 と通
勤 に関す る統計 データか ら予 測 され る首都圏の通勤事情 の問題点 などを
主 に検討す る。
2.調 査結果の概要
(1>「 企 業」 調 査 結 果 の概 要
① 震災 に よ る損 害 規模
震 災 発生 後 の社屋 の損 害 につ い て は,「 全壊 」 が21.2%,「 半壊 」 が
33.3%と な って お り,社 屋 に何 らかの損 害 を受 けた企 業 が54.5%と 半分
以 上 を 占 め て い た。 一 方,交 通 ア ク セ ス に つ い て は,「 全 面 不 通 」 が
75.8%,「 部 分不 通 」が24.2%と な って お り,本 調 査 に よ って も震災 後 に
は交 通 ア クセ スが ほぼ マ ヒ状 態 に陥 って い た こ とが 明 らか にな って い
る。
社 屋 の回復 まで の期 間 と して は,「1ヵ 月 以上 」 が33.3%で も っと も
多 く,次 に 「未 回復 の ま ま」 が15,2%と な って お り,約 半 分 の企 業 が震
災発 生 後1ヵ 月 間 以上 とい う長期 間 の活 動 停 滞 や機能 マ ヒに陥 って いた
こ と,10月 末 の時 期 で も7社 の うち1社 の社 屋 が震 災前 の状 態 を回 復 し
て いな い こ とが 明 らか にな って い る。一 方,交 通 ア クセ スにつ いて は,
回 復 す るまで にEヵ 月以 上 」 か か った とい う回答 が84.8%で あ った。
② 震 災 発 生後 の全 従業 員 との連 絡
地 震 発 生 後,従 業 員 全 員 と連 絡 が 取 れ た 時 期 と して は,も っ と も多
か った のが 「数 日後 」で69.7%,次 に 「1週 間後 」が21.2%,「 当 日」が
6.1%と な って いた。この結 果 か ら,企 業側 に とって,震 災発 生 か ら数 日
間 は従 業 員 の動 向が余 りよ く把 握 で きな か った こ とが分 か る。 しか も,
1週 間後 にや っ と全 員 と連 絡 が取 れ た と回答 した企業 が1/5も あ った と
126商 経 論 叢 第31巻 第3号
C2p1)
い うこ とは,業 務機 能 の回 復 まで さ らに時間 が か か った であ ろ う ことを
想 像 させ る。 この点 か ら も,緊 急 時 の連 絡 体 制 を きちん と確 保 す る こ と
が 業務 機 能 の維 持 の た め に も重要 な課 題 とな る。
そ の場 合,企 業 と従 業 員 との間 の主 な連 絡 手段 と して は,「電 話 」 と回
答 した のが90.9%と 多 く,「従 業 員 自身 が 出 向 い た1が42 .4%,「 会社 の
ス タッ フが見 回 った」 が39・4%と な って い た。 しか し,神 戸 で は,多 少
の混 乱 はあ って も電 話 回線 が生 きて いたか ら電 話 連絡 が 可能 で あ った こ
とに留 意 す る必 要 が あ る。 震 災後 の非 常 時 に従 業員 や会 社 の ス タ ッフが
車 を使 用 して 動 き回 る こ とで連 絡 を確 保 しよ う とす れ ば,交 通 渋 滞 に
よ って現 場 の混乱 を さ らに増 幅 させ て しま う危険 性 が あ り,災 害 時 の対
応 と して は問題 が残 る もの で あ る。
③ 業 務遂 行 にお け る情 報通 信 機 器 の利 用
震 災 発 生 前,業 務 遂 行 の た め に利 用 さ れ て い た情 報通 信 機 器 と して
は,「 従来 の電 話」 が100、0%,「 フ ァ ック ス」が90 、9%s「 携帯 電 話 」が
51.5%,「 パ ソコ ン(含 む電子メール,パ ソコン通信)」 が48 .5%で あ った。
一 方
,現 在,業 務 遂 行 のた め に,「 従来 の電 話 」 と 「フ ァ ックス」 が
100%,「 携 帯 電話 」 が75 .8%,「 パ ソ コ ン」 が57.6%と な ってお り,震
災 発 生 前 と比 較 して,携 帯 電 話 や パ ソ コ ンの利 用 が増 加 して い る。 そ の
うち,携 帯 電 話 の増 加 は注 目に値 す る伸 びで あ る。
な お,震 災 発 生後 に役 立 った情 報 通信 機 器 と して は,「 携 帯 電 話」 が
78.8%と も っ と も多 く,次 いで,「 従 来 の電 話 」が66 .7%,「 フ ァ ックス」
が48・5%と な って い た。震 災 な どの災 害 時 に役 立 っ機 器 と して携 帯 電 話
表一1企 業 における情報通信機器の利用状況
従来の電話 携帯電話 パ ソ コ ン フ ァ ッ ク ス その他
震災前 33100.0 1751.E 1648.5 3090.9 412.1
災害時 22fi6.7 2678.8 26.1 164$.5 39.1
現 在 33100.0 2575.8 1957.fi 33100.0 39.1
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が高 く評価 されてい ることが分か る。 このような点 か ら,防 災対策 と し
て,情 報通信 の機能維持 を考え る上で,有 線 系 と無線系 のバ ラ ンスを図
ることが重要な課題 とな る。
④ 勤務 制 度 につ い て
震 災 発 生 前 に導 入 さ れ て い た勤 務 制 度 と して は,「 直 行 直 帰 制 」 が
33.3%,「 裁量 労 働 制」 が18.2%,「 フ レ ックス タイ ム制 」 が15.2%と
な って いた。現 在,導 入 され て い る勤務 制 度 と して は,「 直 行 直帰 制」が
33.3%,「 フ レック ス タイ ム制 」 が21.2%,「 裁量 労 働 制」 が18.2%と
な って い る。「フ レック ス タイ ム制 」が若 干増 え て い るが,そ れ以外 の勤
務 制 度 は ほ とん ど増加 して いな い。 阪神 大 震 災 前後 を通 じて,企 業 の 中
で 「サ テ ライ トオ フ ィス制 」 や 「在 宅勤 務 制 」 を採 用 した と回答 した企
業 はな か った。 この ことは,通 勤 の代替 手 段 と して情報 通 信 技術 を利 用
しよ うとす る企 業 や テ レワー クを導 入 す る とい う企 業 が ほ とん どな か っ
た こ とを意 味 して い る。
震 災 発生 後 に採 用 された一 時 的 な通 勤 対策 と して は,「 自宅待 機 促 進」
が63.6%,「 直行 直 帰 の適 用 」が30.3%,「 会 社 泊 ま り込 み」 と 「裁量 労
働 の適 用 」が27.3%,1… ホ テ ル室 の取 り押 さえ」 と 「フ レ ックス タイ ムの
適 用 」が212%,「 通 勤 バ ス確 保 」が18.2%,「 サ テ ライ トオ フ ィスの適
用 」が15.2%と な って い た。一 方,こ の よ うな通 勤 対 策 が正 式 な措 置で
あ るのか ど うか とい う点 につ い て は,「正 式 な措 置」で あ る と回答 した の
が48.5%,「 管 理担 当者 の裁量 に よ る もの」が30.3%,「 両方 」で あ る と
した ものが21.2%で あ る。
⑤ 企 業 の危 機 管 理 に つ いて
震 災 発 生 前 に 危 機 管 理 マ ニ ュ ア ル を 用 意 して い な か っ た 企 業 が
54.5%と 半 分 以 上 を 占 め て お り,「 地 震 を 想 定 して い な い もの」 が
33.3%,「 地 震 を想定 した もの」が12.1%と な って いた。半 分 以 上 の企 業
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が危機 管理 に対 す る用 意 を全 く して い なか った こと,地 震 を想 定 した危
機 管 理 マ ニ ュア ル を用 意 して い る企 業 は約10社 に1社 程 度 の割 合 しか
なか った ことが 明 らか に な って い る。
一 方
,震 災 発生 後 に危機 管 理 マ ニ ュ アルが 役 に立 ったか ど うか とい う
質 問 につ いて は,マ ニ ュ アル を用 意 して い た企 業 の うち 「あ る程 度 役 に
立 った」 と回 答 したの が46.7%,「 不 確 か」 と 「ほ とん ど役立 た なか っ
た」が それ ぞ れ20・0%,「 全 く役立 た なか った」が13 .3%と な って い る。
この結 果 に よ って,危 機管 理 マ ニ ュ アル に対 す る評価 が二 分 され て い る
ことが分 か る。
危 機 管 理 マ ニ ュ ア ル の 見 直 しに っ い て は,「 あ る程 度 の 見 直 し」 が
39.4%・ 「全面 的 な見 直 し」が30 .3%と な って お り,約7割 の企 業 が危 機
管 理 マ ニ ュア ルの見 直 しを考 え て い る。 危機 管 理 マ ニ ュア ルの見 直 しの
重点 と して は,「 状況 の迅速 な把i握」が43.5%,「 従 業 員 の安 全 確保 」 が
30.4%7「 業務 機 能 の維 持」 が17 .4%と な って い る。
(2)「 個 人」 調 査 結果 の概要
① 震 災後 の損 害規 模
震 災 発生 後 の家屋 の損 害 と して は,「半 壊 」が35.4%,「 全 壊 」が8 .0%
で・回 復 まで の期 間 は 「1カ 月以 上 」が もっ と も多 くて42 .9%f次 いで
「未 回 復」 が36・7%と な って い た。 社 屋 の損 害 につ いて は,「 半壊 」 が
36・3%・ 「全壊Jが8・8%と な ってお り,回 復 まで に 「1ヵ 月以 上 」 と回
答 した者 が56.9%で も っと も多 か った。 通 勤 手 段 につ いて は,「 全 面 不
通」が61・9%・ 「部 分不 通 」が32.7%と な って お り,9割 以 上 の者 が通勤
手 段 の被 害 を受 けて いた。通 勤 手 段 の 回復 まで に 「1ヵ 月以 上 」と回 答 し
た者 が59.7%,「1ヵ 月後 」 が23.4%,「2週 間後 」 が7 、5%で あ った。
② 震災後 の勤務先 との連絡
震災発生後,勤 務先 と連絡 が取 れるまでの期間につ いて は,「数 日後」
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が53.1%,次 いで 「当 日」が46、0%と な ってお り,震 災 発生 か ら数 日間 ・
勤 務 先 との連 絡 が取 れ な い者 が 多 か った ことが よ く分 か る。 そ の場 合 の
主 な連絡 手段 と して は,「電 話 」が74.3%と 多 く,次 に 「従業 員 自身 が 出
向 いた」 が27.4%で あ った。
③ 震 災 後 に初 めて 出社 を考 え た時 期
震 災 後 に 出 社 す る こ と を 初 め て 考 え た 時 期 と して は,「 当 日」 が
47.8%,次 いで 「数 日後 」が42.5%,「1週 間後 」が6.2%と な って お り・
震 災 の 当 日に出社 を考 えて いた者 は5割 近 くあ った。 しか し,実 際 に出
社 で きた時 期 と して は,「 数 日後 」が もっ と も多 くて51,3%,次 いで 「当
日」が27.4%,「1週 間後 」が10.6%で あ った。な お,震 災 後 の初 め ての
出社 の際 の通 勤 手段 と して は,「 マ イ カー」が33.6%,「 歩 き」が31.0%,
「電 車」が18.6%,「 自転 車 」が15.9%,「 バ スJがX1.5%,「 地 下 鉄」 が
9.7%で あ った。 この よ うに,神 戸 で は震 災 の直後 で も 「歩 き」(徒 歩)や
「自転 車 」 で 出社 した者 が5割 近 くあ った。
④ 業務 遂 行 にお け る情 報 通信 機 器 の利 用
震 災 発 生 の前,業 務 遂 行 の た め に利 用 して い た情 報 通 信 機 器 と して
は,「 従 来 の電 話」 が96.5%,「 フ ァック ス」 が61.9%,「 パ ソ コ ン」 が
18.6%と な って お り,「携 帯 電話 」と回答 した者 は5.3%で あ った。現 在,
利 用 して い る情 報 通 信機 器 と して はf「 従 来 の電 話 」が9s.5%,「 フ ァ ッ
ク ス」が73.5%,「 パ ソコ ン」が23.9%,「 携帯 電 話 」が15.9%と な って
お り,震 災 発 生 前 と比 較 して 「フ ァ ックス」 と 「携 帯 電話 」 の利 用 が か
な り増 加 して い る。
表一2個 人における情報通信機器の利用状況
従来の電話 携帯電話 パ ソ コ ン フ ァ ッ ク ス その他
震災前 10996.5 65.3 2118.fi 70fil.9 43.5
現 在 10996.5 1815.9 2723.9 8373.5 65.3
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⑤ 通 勤 手段 につ いて
震 災 発 生 前 の通勤 手 段 と して は,「電 車」が66.4%,「 バ ス」が21 .2%,
「地 下 鉄 」が17.7%,「 マ イカ ー」 が14.2%,「 歩 き」 が8 .8%で あ った。
輸送 機 関 の完 全 回復 まで の 主 な通 勤手 段 と して は,「歩 き」と回 答 した者
が も っと も多 くて35.4%,次 いで 「電 車」 と 「マ イ カー一」 が そ れ ぞれ
31.9%,「 バ スJが27 .4%,「 地下 鉄 」 と 「自転 車」が それ ぞ れ16 .8%で
あ った。神 戸 で は,次 の章 で検 討 す る よ うに,神 戸 市内 の近 距 離通 勤 者
が多 い たあ に,公 共 交通 機 関 が大 震 災 に よ る被 害 で不通 の状 態 にあ って
も・「歩 き」や ヂ自転 車」な どに よ ってか な り対 応 す る こ とが 可能 で あ っ
たQ
現 在 の通 勤 手段 と して は,「 電車 」 が65.5%,「 バ ス」 が21 .1%,「 地
下 鉄」が18.6%,「 マ イ カー」が10.6%,「 歩 き」が8 .8%,「 自転車 」が
3・5%と な ってお り,ほ ぼ震 災 前 の通 勤 の状 態 に 回復 した と 言え るだ ろ
う。
表一3通 勤手段の変化








⑥ 通勤 時 閻 につ いて
震 災発 生 前 の通 勤 時 間(片 道)と して は,「31-60分 」が56 .6%と も っ
と も多 く,次 い で 「30分 以 内」 が20、4%,「s1-90分Jが19 .5%と な っ
て い た。 こ の よ う に 通 勤 時 間60分 以 下 の 者 が 約75%を 占 め て お り
,
「120分 以上 」 と回 答 した者 は ゼ ロで あ った。 この よ うに,神 戸 地域 の通
勤 時 間 や通 勤距 離 は首 都 圏 の場 合 と比 較 して か な り短 い。
輸 送 機 関 の完 全 回 復 まで の通 勤 時間(片 道)と して は,「120分 以 上 」が
30.1%で もっ と も多 く,次 いで 「91-120分 」が29 .2%,「61--90分 」が
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24.8%で あ った。 震 災後 に は,通 勤 時 間60分 以 下 の割 合 は15.1%に ま
で低下 した。 首都 圏 と比 較 して,神 戸 の よ うに通勤 時 間 が短 い地 域 で も
震 災 後 の交 通 機 関 の 混 乱 状 態 で は長 時 間 通 勤 を強 い られ た人 た ちが 多
か った のが実 態 で あ る。
現 在 の通勤 時間(片 道)と して は,「31-60分 」が54.9%と も っと も多
く,次 いで 「61-90分 」が22.1%,「30分 以 内 」が14.2%,「91-120分 」
が6.2%と な って い る。通勤 時 間60分 以 下 が約7割 を回 復 して お り,現























(D統 計 デ ー タ に見 る首 都 圏 の通 勤事 情
① 大 都市 交通 セ ンサ ス
『大都 市交通 セ ンサ ス:首 都圏 総 集版 』((財)運 輸経済研究セ ンター)に
よれ ば,1990年 の首都 圏 全体 の鉄道 や バ スな どの公 共交 通機 関 を利 用 し
た通 勤 ・通学 者 は約947万 人 で,近 畿 圏全 体 の421万 人,中 京 圏全 体 の
106万 人 と比 べ てみ て,は るか に大 量 の通 勤 ・通学 者 が 朝夕 移 動 して い
表一5大 都市圏における通勤 ・通学者総数(人/日)
通 野 通 学 合 計






















出典;(財)運 輸経済研究セ ンター 「大都市交通 セ ンサ ス:首 都圏総集編』,1992年3月
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る とい うの が実 態 で あ る。そ の うち,通 勤 者 を見 る と,首 都 圏 全 体 が700
万 人(73.9%),近 畿 圏全 体 が305万 人(72 、4%),中 京 圏全 体 が63万 人
(59・7%)と な って いて・ 首都 圏 と近 畿 圏 にお いて は通 勤 者 の割 合 が7割
を超 え て い る(表 …5参 照)。
一 方,都 心 を着 地 とす る通 勤 ・通 学 者 は}首 都 圏(東 京都23区 着)が 約
596万 人,近 畿 圏(大 阪市着)が 約172万 人 ,中 京 圏(名 古屋市着)が 約66
万 人 とな って お りi首 都 圏,中 京 圏 の通 勤 ・通学 者 総 数 の60%強 が東京
都23区 ・名古 屋 市 を着 地 と して い る。 また,通 勤 ・通学 者 総 数 に 占め る
通 勤 者 の割合 が 首都 圏全 体 で73.9%で あ る の に対 して,都 心23区 へ の
通 勤 者 の割 合 が80.9%と な って い る こ とか らも,都 心 に勤 務地 が集 中 し
て い る こ とが よ く分 か る。 それ に対 してa近 畿 圏 の通勤 ・通 学 者 で は約
40%が 大 阪 市 を着 地 と して い るだ け で あ り
,京 都 市や 神戸 市な どの都 市
に分 散 して お り,特 定 の都 市 へ の集 中 の程 度 は 首都圏 や中 京圏 よ り もは
るか に低 い(表 一6参 照)。















































首都圏 の通勤 ・通学者総数 は,近 畿圏 の約2 .2倍i中 京 圏の8.9倍 と
な ってお り・大都市の中で も際立 って多 い
。 これは,東 京圏 にお ける業
務機能 の一極集中の もとで,首 都圏 の1都3県 で創 出 され た雇用数の急
激 な増加 とい うことが大 きな背景 にな っている。 このよ うな首都圏 特
に東京都への勤務地の集 中,都 心部 の地価高騰 と住宅用地取 得の困難 さ
による居住地 の外延化 は,首 都圏 にお ける通勤 ・通学 の遠距離 ・長時間
化 を もた らす大 きな要 因 とな った。
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またi大 都市 圏 に お け る通勤 距 離 は,首 都 圏 で は21km以 上が53。1%
(372万 人),近 畿 圏 で は42.3%(129万 人),中 京 圏 が46.5%(29万 人)と
な って い る(表 一7参 照)。特 に,首 都圏 で は31km以 上の通 勤 者 が30.7%
と通 勤 者 全体 の約1/3弱(約215万 人)を 占め て い るこ とか ら,遠 距離 通
勤者 が非 常 に多 い ことが分 か る。 そ の結 果,都 心 を着地 とす る通 勤 ・通
学 の 平均 距離 は,首 都 圏 で26km,近 畿 圏 で21km,中 京 圏 で20kmと
な って い る。
表一7大 都市圏における通勤距離(1990年)
喪羅誕
出典:(財)運 輸経済研究 セ ンター 『大都 市交通 セ ンサ ス1総 集編』 首都圏及 び近畿圏 ・
中京圏,1992年3月
大 都 市 に お け る通 勤 時 間 は,首 都 圏 がず ば抜 けて長 い。首 都 圏 で は60
分 以 上 の通 勤 時 間 が58.9%(412万 人)を 占めて い るの に対 して,近 畿 圏
で は48.3%(147万 人),中 京 圏 で は48.8%(31万 人)と 半 分 以下 で しか な
い(表 一8参 照)。 近 畿 圏 や 中京 圏 で は片 道 通勤 時 間 が60分 未 満 の近 距 離
通勤 者 が50%を 超 えて い る。都心 を着 地 とす る通 勤 ・通学 の平 均所 要 時
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一・方
,首 都圏 の通 勤 時 間 は,1980年 代 の10年 間 に次 第 に長 くな った
結 果}通 勤 時 間 が60分 以 下 の 近 距 離 通 勤 者 が1980年 の45
.7%か ら
1990年 の4L1%に 減少 し,75分 以 上 の通 勤 者 が 全 体 の約35%を 占め る
よ うにな った。そ の うち,90分 以 上 の通 勤 時 間 の者 は
,1980年 の17.4%
か ら1990年 の19.4%に 増 加 した(表 一9参 照)。 この こ とは,1980年 代 に
お け る 首都 圏 へ の人 口集 中 の結 果 で あ り,通 勤 者 の居 住 地 の外 延 化 や通




出典:表 一5と 同 じ
・!:・ 分 90-119分 120分 以上
36.9















②1990年 国 勢 調査
次 に,国 勢 調 査 の通勤 ・通 学 に関 す る統 計 デ ー タに よ って 神戸 市 と首
都 圏 の通勤 ・通 学 者 の動 向 を比 較 ・検討 してみ よ う。
1990年 国 勢 調 査 の結 果 に基 づ いて,神 戸 市,東 京 都23区,横 浜市,川
崎 市 の 「従業 地 ・通 学 地 に よ る15歳 以 上 の 自宅 外 就業 者 ・通 学 者 」に関
す る デ ー タを 通 勤 ・通 学 時 間 別 に検 討 した。 神 戸 市 を 着 地 とす る就 業
者 ・通 学 者 の通 勤 時 間 は,60分 以 下 が70 .0%,60-89分 が22.1%,90
分 以 上 が7・8%と な ってお り,今 回 の調 査結 果 とほ ぼ同 じで,60分 以 下
の近 距 離 通 勤 者 が圧 倒 的 に多 い ことが明 らか にな って い る
。 それ に対 し
て・ 東 京 都23区 を着 地 とす る就 業者 ・通学 者 は,・!:・ 分 が33.0%と
もっ と も多 くて,30-一一59分 が29 .2%,0--29分 が20 .8%,90--119分 が
13・4%・120分 以 上 が3 .fi%で,神 戸 市 と比 較 して遠 距 離 通 勤 者 の割 合 が
大 きい(表 一10参照)。 横 浜 市 と川 崎 市 を 着地 とす る就 業 者 ・通 学 者 にっ
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いて は神戸市 よ りも若 干小 さいが,近 距離通勤者 が6割 台 という大 きな
割合を 占めて いる。
表‐io従 業地 ・通学地 による自宅外就業者 ・通学者の通勤 ・通学時間 　















































___一 一一一 一品 一一一
出典:1990年 国勢調査より作成
次 に,同 じデー タを就業 者 ・通 学 者 の常 住地 域 別 に検 討 した ものが表
一11で あ る。神戸 市 を着地 とす る就 業 者 ・通 学 者 は,神 戸 市内 の他 区 を
常 住 地 とす る者 が41.2%,自 区 が31.1%,県 内 他市 町 村 が22.5%,他 県
が5.2%と な って お り,市 内 に常 住 す る者 が72%に 達 して お り,他 県 か
ら通 勤 ・通 学 す る者 の割 合 は極 め て小 さい。 この こ とか らも,神 戸 市を
着地 とす る通 勤 ・通学 者 は近距 離 型 で あ る こ とが 分 か る。 一 方,東 京 都
23区 を着 地 とす る通 勤 ・通 学 者 は,他 県 に常 住 して い る者 が38.8%(約
294万 人),東 京 都23区 内 他 区 が32。8%,自 区 が19.6%,多 摩 地 域 が
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8.9%で,長 時間通勤型 である。横浜市 は市内常住 者の割合が大 きく
,川
崎 市の場合 は県内他市区町村 に常住す る者 の割合が比較的大 きい
。
一方
,東 京都23区 内就業 者 ・通学者 の常住地別 の通勤 時間を検討 し
た ものが表一12で あ る。東京都23区 内を着地 とす る就業者 ・通学者 は
,
東京都23区 内が約397万 人,埼 玉県が約100万 人
s神 奈川県が約96万
人,千 葉県 が約84万 人,多 摩地域 が約67万 人,そ の他地域 が約13万 人
であ る。他県 か らの就業者 ・通学者 の通勤時間 は
,神 奈川県 で60分 以上
が83・6%・ 埼 玉県 で84 ・3%・ 千葉県でX2 .7%と な っている.そ の うち,
90分 以上 の割 合 は,神 奈 川県 が35.7%,埼 玉県 が32 .9%,千 葉 県 が
30・9%で 凍 京都以外 か らの就業者 ・通学者の通勤 通 学 の長時間 遠
距離化が顕著 である。
___1琴 一12東 京都23区 内就業者 ・通学者の常住地別の通勤時間
L画 舜亜 童～




































































出 典1表 一loと 同 じ
最 後 に,神 戸 市,東 京 都23区,横 浜 市,川 崎 市 の ド常 住地 に よ る15歳
以 上の 自宅 外就 業 者 ・通学 者 」 に関 す る デ ー タを通 勤 ・通学 時間 別 に検
討 した もの が表一13で あ る。 神戸 市 に常 住 す る就 業 者 ・通 学 者 の通 勤 .
通 学 時 間 は,60分 以 下 が71 .7%,60-89分 が20 .5%,94-119分 が
5.9%・120分 以 上 が1 ・9%と な ってお り,神 戸 市内 に居 住 して 市内 に通
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勤 ・通 学 して い る者 の割 合 が大 きい こ とが分 か る。東 京 都23区 内 に常
住 す る者 の通 勤 ・通 学 時 間 は,60分 以下 が75,4%と 多 く,・1:'分 が
19.8%,90-119分 が3.6%,120分 以 上 が1.2%で あ る。横 浜市 や川 崎
市 で は長 時 間通 勤 の割 合 が神 戸市 や東 京都23区 と比較 して大 きい。
表一13常 住地 による自宅外就業者 ・通学者の通勤 ・通学時間
















































出 典:表 一1⑪と 同 じ
一 方,同 じデー タを就 業 者 ・通学 者 の常 住 地 域 別 に検 討 した ものが 図
一14で あ る。 この表 を 見 る と,横 浜 市や川 崎 市 はベ ッ ドタ ウ ンと して の
性格 が顕 著 で あ る(市 外で就業 ・通学 がそれぞれ42.1%と55.2%)が,神 戸
市 は東京 都23区(90%)に 次 いで常 住 地 で就 業 ・通学 して い る者 の割 合
が大 きい(77,4%)こ とが分 か る。 この点 か ら も,神 戸 市 は近 距離 通 勤 者
が多 い とい うこ とが 明 らかで あ る。
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② 首都圏 にお ける通勤事情の問題点
① 調査結果か ら考 え る阪神大震災
1995年1月 に発生 した阪神大震災 によって,軟 弱地盤 の上 に広が る超
過密 な巨大都市 が直下型地震 によ って激 しい地震動 に直撃 されるとい う
光景 は現実 の もの とな った。今回の神戸 における調査結果 で も明 らかに
な っているよ うにr阪 神大震 災によ って神戸 を中心 とす る兵庫県南部地
域 にお いて は・通勤 ・輸送手段 の寸断,社 屋 や家屋 の損壊 などによ って
,
都 市機能が一 時的にマ ヒした り,産 業経済活動が著 しく停滞す るとい う
ことが生 じた。 それ らの損害の影響 は極 めて深刻 かつ長期的な ものであ
ることも明 らかにな っている。
阪神大震災 の被害状況 は図・-1の よ うにな ってお り,建 物,道 路,鉄
道,港 湾施設 などが至 る所 で深刻 な被害を受 けた ことが明 らかである。
ここで・ 今回 の調査結果 を もとに して,阪 神大震災 が通勤 や仕事 に与 え
た影響 や そ こか ら見え て くる首都 圏 の通勤事情 の問題点 を考 えてみ よ
う。
図一1阪 神大震災の被害状況






◇神戸市 のよ うに近距離通勤者が過半数以上で,徒 歩で通勤で きる者
の割合 が比較 的大 きな地域 で も,阪 神大震災 の発生後,企 業 に とって
全従業員 の動 向を把握 す るまで数 日間を要 した。 その ことは,首 都圏
のよ うに遠距離 ・長時間通勤者が非常 に多 い地域 では従業員 の動 向を
把握す るために,は るか に多大 の時間や労力 が必要 になることを意味
して いる。首都圏直下型 の地震 に直撃 されて鉄道,高 速道路,幹 線道
路 などの交通基盤 が壊滅的 な打撃 を受 けた場合,首 都 圏の企業や行政
の機能 は楽観的 に考 えて も数週間か ら数 ヵ月間停止 して しまう可能性
が大 きい。 そのよ うな ことが生 じれば,日 本経済全体 や世界経済 に与
える直接的,間 接的な影響 は図 り しれない ものである。
◇神戸で は,近 距離通勤が主 であ ったために,従 業員が線路 の上を3
時間近 く歩 いて 出社 す る とい うこ とも物理 的 に可能 であ った。 しか
し,通 勤距離が長 く,長 時間通勤を強い られている者 が多 い首都圏で
は,直 下型地震 によ って交通機 関が 寸断 されて しまえば,た ち どころ
に大量の通勤 困難者が発生す ることが予想 され る。 また,神 戸市 な ど
の兵庫県南部地域 では,阪 神大震災後 に電話回線 が使用 可能 な状態 で
残 り,携 帯電話 もかな り普及 していたとい うこともあ って,企 業 など
の従業員 との電話連絡 や業務連絡が 可能で あ った。首都圏で は中枢管
理機能を維持す る情報通信基盤 に深刻な被害が生 じれば,政 府機 関や
地 方 自治体 の情報 通信 ネ ッ トワー クや銀 行 な どの オ ンライ ンネ ッ ト
ワークが機能停止す ることにな る。
◇神戸 では、阪神大震災後の交通機関の混乱状態 の もとで,長 時間通
勤が著 しく増加 しただ けでな く,自 宅が何 らかの被害を受 けた ものが
半数近 くを占めていたので,震 災後 の初出勤 までに数 日か ら1週 間か
か ったとい う者 が非常 に多か った。東京都23区 内で就業 ・通学 して
いる神奈川,埼 玉,千 葉各県 な どの常住者 は約300万 人 いるが,首 都
圏直下型 の地震 で交通手段 が壊滅 した ら,こ の ような通勤 ・通学者 は
自宅 まで徒歩で片道6～10数 時間程度 かか って しま うことにな るの
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で,実 質的に通勤 ・通学が不可能で ある。東京都23区 を起点 に考え る
と,多 摩川や荒川 な どの河川 が通勤 困難者 の行 く手 を遮 る障害 と して
立ちはだか ることになる し,主 要道路 の陥没 や渋滞 などによ って前 に
も後 ろに も進 む ことが著 しく困難 になる可能性が ある。 しか も,会 社
や官公庁 の建物が無 事であって も自宅や周辺地域 に深刻 な被害 を受 け
てい るよ うな状態 では,通 勤 や通学 はほとん ど不可能 になる可能性が
大 きい。 そのような状態 の もとで は,業 務機能 の維持 は不 可能であ る
し,経 済や産業活動 は完全 に停滞す ることになると考 え られ る。(注一2)
◇神戸でサ テライ トオフ ィス制 や在宅勤務制 を導入 した企業 が ほとん
どなか ったのは,近 距離通勤者 の多 さが大 きな原因 のひとっ と考え ら
れ る。 首都圏のよ うに,居 住地域 の外延化 によ って通勤 の遠 距離 ・長
時間化 が進 んでいる地域で は,地 震 のよ うな災害時に は通常 の勤務制
度 によ って は対応 で きないだろ う し,神 戸で取 られて いたよ うな 自宅
待機で はほとん ど意味がない可能性 が大 きい。阪神大震災 の教訓 とし
て,首 都圏の業務機能 や中枢管理機能 の維持 のために は,情 報通信技
術 の利用 によ る通勤 の代替(テ レワークの導入)や オフ ィス機能 の分散
を真検 に検討す る必要が ある。
◇ 中枢管理機能 を一 ヵ所 に集中 しておけば,建 物 の被害 が全 くな くて
も,交 通基盤 や ライ フライ ンが破壊 されて しまえ ば,そ の建物 に入居
してい る企業 の機能 は完全 に停止 して しまうことにな る。神戸 におけ
る今回の調査で,社 屋 の全壊 が1/5,半 壊 が1/3を 占めて いた ことか
らも明 らかなように,地 震 直後 には企業活動 に も相当深刻な影響 を与
えた し,復 旧 まで1ヵ 月以上 の期間がかか った。 この ことか らも,業
務機能 の分 散 は危機管 理 の重要 な課 題 と考え られ るので あ る。 しか
も,危 機管理 マニュアルを用意 していない企業が過 半数以上 もあ った
ように,緊 急事態へ の対応 とい う点で は問題 を残す ものであ った。業
務機能 の維持 とい うことを危機管 理の中心的な課題 と考え る必要があ
る。 アメ リカにおける危機管理の考 え方で は,業 務機能 の維持 とい う
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ことが非常 に重視 されている。
◇東京都の調査で は,関 東大震災級 の地震が発生 した場合,自 宅 まで
徒歩 で9時 間を超 える 「帰宅困難者」が約240万 人に達す ると予測 さ
れている(Ll本 経済新聞1996年1月13[糊 刊).同 記事 によれば・企業が
集積 す る千代 田区で は人口の10倍 の37万 人の帰宅困難者が発生す る
が,同 区内 の事業所で食料 を備蓄 しているのは3割 のみで,帰 宅困難
者 の分 まで対応 しきれない,と い うことが紹介 されている。情報機能,
中枢管理機能 が集積す る首都圏が被災すれば,影 響 は日本全国だけで
な く世 界に も及ぶが,大 半の中小企業 は無防備 であること も事実 であ
る。 防災 に強 い都市 の構築,危 機管理 などへ の対応,情 報通信 ネ ッ ト
ワー クの複線化 な ど,緊 急 かつ必要 な ことを きちんを検討 し具体化す
る必要が ある。
② 首都圏の通勤事情 の問題点 と課題
人,モ ノ,金,情 報 のすべてが東京 に集 中 した東京一極集中の もとで,
「今世紀末か ら21世 紀初 めにか けてM7級 の小 田原地震(神 奈川県西部
地震)が 発生 し,そ れが現在直前警戒態勢 にあるM8級 東海地震 の引 き
金 を引 き,さ らにその結果 と して 首都 圏直下 の広域が大地震活動期 に入
るとい うシナ リオ」(石橋克彦著 『大地動乱の時代=地 震学者は警告する』)に
あるよ うに,首 都圏直下 の大地震が続 けて発生すれば,そ れ らの被害 は
阪神大震災 とは比べ ものにな らないほど大規模 かっ深刻 な ものにな るこ
とは明 らかであ る。
阪神大震 災 によ る主 な企業 の被 害 や各地 の製造業へ の影響 にっ いて
は,表 一15及 び表一16の 中に明 らかにされているが,こ のような首都圏
直下 の大地震(M7ク ラス)が 発生 した場合,地 震動 による建物被害等 が
極 めて大 き くなるとともに,我 が国の政治,行 政 経済 文化・情報 の
中枢機能が集 中す る首都東京が大 きな被害 を受 けた ときには,都 市機能
麻痺等 によ る国民生活や経済 の混乱 によ って我が国だけでな く,国 際的
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出典;経 済企画庁編 『平成7年 地域経済 レポー ト』
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表一16阪 神大震災 による主な企業の被害と対策
屠 名 被 害
1
轡 所
神 戸製鉄 所 の高炉 が2ヵ 月以
上 停 止。 被害総 額1020億 円。
95年13月 期 は,
禽雛 灘 灘 常の3分構 の非常愈
と翻 轟継論
加 占川 と の備え と して携帯電話,2Bl
バ イ クな どを1
川 崎 製 鉄
ト
廠 殿 の見直し,轍 備神 戸,西 宮 工場,岸 壁 が 損
羅 難黙・轄 霧響鱗 羅 霧嚢雛鰹i
95年 末 に休 止
川 崎 重 工 業
_.____.一___一 一___昌
藤櫻鷺 難讐神戸1二場 の岸 壁 が損壊 し,船舶建造 を香川 ・坂 出工場 に移
転。 被害額120億 円。95年3月[対 応 は困難。基 本的 に大 きな1
1見 直 しは してい ない期決 算 で
,80億 円の特別 損失






近畿 圏の 工場 で,全 体 として
建物,生 産 ライ ンな どに被害
が少 な く,社 内防災 マ ニ ュア
ルの見直 し程度
藩 灘 劃雛樺鞭 哩幽
災 マニ ュアルの見直 し。 防1
を考 え,コ ンピュー ターの
型化,分 散化 を積極 的に進
る ことに
自社 ビルの修 理,取 り壊 しな
どで,95年3月 期 にll億 円の
特別 損失。96年3月 期 には,
売上 高で震 災 前を上回 る1330
億 円 を見込 む
本 社 ビル とキ ャ ンデ ー工場 が
倒 壊 し,10億 円の被 害。 バ レ
ンタイ ン商戦 の減少 も響 き,
96年1月 期 の売上高 は前年 を






防災 マ ニュアルの見 直 し。空
撫 綾 金を・水冷式から冷1
今後,再 建する新工場は,耐
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大 丸
JR西 日 本
阪 神 電 鉄
関 西 電 力
一______
神戸店損壊。商品破損 などで
103億 円の被 害。売 り場が3
分の1に,売 上高は前年実績
か ら240億 円,経 常利益 も13
億円の減少見込み
山陽新幹線で落橋8ヵ 所。在
来線 で も高架 や トンネル損
傷。 被害額1020億 円。95年3
月期で513億 円の特別損失
高架橋657本 の ほか,車 両314
両 の うち126両 が損傷。被害 総額
は510億 円。96年3月 期 の 当
期損益 で20億 円 の赤 字 見込 み
260万 件 の停電 。神戸 ・東灘 ガ
ス ター ビン発電所 な ど損傷。
被 害総額2300億 円。95年3月












































早 期 地 震 検 知 警 報 シ ス テ ム
「ユ レダス」を8ヵ 所 に設 置。
高 架 の橋 脚 な ど1万4800本




で台風 中心 だ った防災態 勢
を, 地震に も拡大




磁 箪 どに被割6。億耐=翻 覆厩 翻
時 に即座 にガス供給 を停1L
る新基準を導入。耐震性の
いポ リエチ レン管 も増や
さ く ら 銀 行
L.__
1兵 庫
,大 阪 の170店 舗 の うち
ll9店 が 震 災 当 日休 業。1週
間後 に全店 で営業再 開。 建物


































⊥出典:「 朝 日新 聞96年1月17日 朝刊」
に も大 きな影響 を及 ぼすおそれが大 きい。
首都圏 にお ける通勤問題 とい う点 に限 ってみて も,首 都圏直下型 の大
地震 が発生 した場合の影響 は深刻 な ものにな ると考 え られ る。首都圏 で
は,近 畿 圏の2倍,巾 京圏 の実 に9倍 とい う通勤 ・通学者 が朝夕の大移
動 を行 ってい るが,首 都圏で は東京都心 部に勤務地が集中 して いること
がひ とっの特徴であ る。東京0極 集 中の もとで,都 心 への勤務地 の集中,
地価 高騰 と住宅用地取得の困難 さによる居住地 の外延化 などによって,
首都圏 にお け る通勤 ・通学 の遠距離 ・長時 間化 が もた らされ たが,通
勤 ・通学 の混雑 が激 しくな るとい う問題 だけでな く,居 住地の外延化 は
防災上 も都市の構造を極 めて脆弱な ものに変 えて しまった。前項で も指
摘 した よ うに,東 京都23区 を 目的地 とす る他 県な どか らの通勤 ・通学
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者 は埼玉県が100万 人,神 奈川県 が96万 人,千 葉県 が84万 人,多 摩地
域が67万 人,そ の他 の県が13万 人で,合 計約360万 人 に達 して いる。
これ らの通勤 ・通学者 の人半 は,長 時間通勤者 である。
首都圏直下型の地震が発生 して鉄道 や道路 などの交通基盤が破壊 ・寸
断 された場合,こ れ らの通勤 ・通学者 に対 す る深刻な影響 は想像を絶す
るものであ る。地震の発生す る時間帯(午 前9時 頃から午後5-6時 頃)に
よっては都心 に取 り残 され る数百万人の通勤 ・通学 「困難者」が生 まれ
る事態,あ るいは反対 に在宅 の時間帯 に地震 が発生すれば出社や登校 が
不 可能 になる とい う事態 が生 じる。通勤 ・通学圏が比較的狭 い範囲 に限
られている神戸で は部分的には口∫能 であ った徒歩 による通勤 ということ
は,首 都圏で は遠距離 ・長時間通勤 のために物理的 に不 可能 である。 そ
のよ うな事態が発生すれば,当 然 に も産業経済活動 はマ ヒす る し,首 都
東京 は中枢管理機能 や首都機能を維持す ることがで きな くな る。
首 都圏直下型 の大地震 による産業経済活動 への影響 をで きる限 り軽減
す るため に,首 都機能移転 の推進 や高次都市機能 の全国的な代替 ・補完
体制 の強化 などによ る多極分 散型国土 の形 成 や都市 防災化 の推進,オ
フィス機能 の分散 を目指す企業経営,生 産や物流 システ ムの分散化な ど
を推進す ることが求 あ られて いる。 また,今 回の調査結果で も,携 帯電
話が非常 に高 く評価 されていたよ うに,有 線 と無線,地 上回線 と衛星回
線 などの多様な通信手段 の長所 ・短所 を踏 まえた幅広 い整備や育成 を行
う必要が ある。
今回の調査結果で はs危 機管理 マニ ュアルを用意 している企業が5割
に達 していなか ったが,阪 神大震災の経験を踏 まえて,企 業 レベルでの
危機管理のあ り方 を全面 的に見直すべ きである。一方,わ が国政府 の危
機管理への対応 には非常 に批判が多 か ったが,米 ノー ス リッジ地震 にお
ける連邦緊急事態管理庁(FEMA)の 役割 など も踏 まえて,緊 急支援体
制 の確立や行政機関 のオフィス機能 の分散 による政府機能 の維持 な どを
図 る必要があ る。
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そのため,長 期的 には首都機能移転 の推進 な どの多極分散 型国土の形
成 をめざ した諸政策 を進 めるとともに中期的 な政策のひとっ と して遠距
離通勤 者には情 報通信機器 を活用 した通勤 の代替 ア段が不 可欠で あると
い う認 識の もとに,オ フ ィスに通勤 す るこ とな しに仕 事 を行 う 「テ レ
ワー ク」の導人 によ って,日 常 的にオフ ィス機能 の分散 を図 ることを官
民 協力の もとに進 め る必要 があ る。米 ノー ス リッジ地震 の際 には,在 宅
勤務を申心 にテ レワークが効果的に使われて業務機能 の維持が図 られ た
が・ わが国 で もテ レワー クをオフィス機能 の分散のための手法 と してだ
けでな く,地 震な どの災害 に備 えた今後 の危機 管理対策の中に きちん と
位置づけて政策的 な対応 を進 めて い くべ きであ る。 その場合,公 的な支
援体制 の確]1.や経営 者の積極的な意識改善な どが不 可欠 であ る。
注一1公 式 には 「阪神 ・淡路大震災」という名称が用 いられているが,本 稿で
は日常的に用 いられている 「阪神大震災」 という名称を使用 している。
注一2JRや 私鉄などの鉄道網や道路 ネ ットワークが破壊 ・寸断 された場合
,
どの くらい徒歩 で時間がかか るのかということは,徒 歩で通行す る道路
や線路 上の状況 によって相当に影響を受 けるもの と考え られる。通常時
に道路 に沿 って歩 く場合 よりも,地 震後 に周辺や道路 自体が被害を受 け
ている道路 を歩 くのは相当余計な時間がかか るとみ られ る。筆者の場合,
居住 している川崎市幸区まで大学か ら直線距離で約10kmあ るが,JR横
須賀線 と東横線を乗 り継 いで約35分,徒 歩では約4時 間を要する。また,
同僚のT教 授の場合,横 須賀市武山近 くに居住 しているが,車 による通
勤で約1時 間(走 行距離約50km)を 要 している。大学か らの直線距離は
約30kmあ るので,実 質的に車や電 車が使用不能 の状態での通勤 は不 可
能にな る。
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資料:阪 神大震災に関す る企業 ・従業員 の調査結果
1.調 査 の 目的 と方 法
q)調 査 の 目的
「阪神 大震 災発生後 にお ける通勤及 び仕事環 境 の変化 に関 す る調 査」は,郵 政研
究所 よ り委託 を受 けて,国 際 フ レックスワー ク ・フォー ラム(IFF)が 組織 し
た 「テ レワー クセ ンター ・災害対応 研究 グルー プ」(事 務 局 ・㈱ 住 信基礎研 究所)
が実施 した もので,企 業組織 ・従業 員 を対 象 に,阪 神 大震災発 生後 にお ける通 勤
及 びfl:事環 境 の変化 や情 報通 信機器 の利用状 況 な どを把 握す る ことを 目的 に して
い る。
② 調査方法及び調査期間
調査対象の企業や個人 にっいては,神 戸商工会議所の協力を得て,神 戸市内4
区(中 央区,東 灘区,灘 区,長 田区)に 事業所を持つ企業及 びその従業員か ら選
定 した。調査 は,対 象企業の事業所宛に 「阪神大震災発生後 における通勤及 び仕
事環境の変化に関す る調査票(組 織編)」 と 「同(個 人編)」 を郵送 して,返 信用
封筒により回答を返送 してもらった。なお,「組織編」は総務 ・人事担当者に,ま
た 「個人編」は総務 ・人事担当者を通 じて情報通信機器等 を活用 している従業員
を中心 に記入 して もらうことを要請 した。調査は,1995年10月13日 か ら23日
までの期間 に実施 して,そ の後集計作業を行 った。
(3)回 収 状況
本 調査 の回収 サ ンプル数 はs「 組織 編」が33社 分,「 個人 編」が113名 分 であ っ
た。 この回収 され たサ ンプル数 は,当 初予想 してい た もの よ り もか な り少 なか っ
たが,神 戸 の状況 を考 え る とやむ を得 ない もの と思 わ れ る。
なお,デ ー タの集 計 に当た って は,PC98用 の統計 分析 パ ッケー ジSPSSXを 使
用 して ク ロス分析 も行 ってみ たが,サ ンプル数が少 なか った こと もあ って有意 な
結 果 を得 る ことが で きなか った。 そ のた め,本 意識調 査 の分 析 に は,単 純集 計 の




(1}地 震発 生前 の状況
① 業務 遂行 にお ける情報 通信 機器 の利用
問1で は,地 震発生 の前,業 務遂行 の ため,ど の よ うな情 報通信 機器 を定期 的
に利 用 して い るのか とい うことを質 問 した。「従来 の電 話」が100.0%,「 フ ァ ック
ス」が90.9%,「 擁帯 電話 」が51.5%,「 パ ソコ ン(含 む電 子 メール,パ ソコ ン通
信)」 が48.5%と な って お り,携 帯 電話 や パ ソコ ンを利用 してい る割合 は5割 前
後 であ った こ とが分か る。 なお,「 その他」 の機 器 と して は,ポ ケベ ル,LAN,
専 用回線 な どが上 げ られ てい た。
従来の電話 携 帯 電 話
一一 一







② 地震発生 前 に導入 され て いた勤務 制度
間2で は,地 震 発生前 に導 入 されて いた勤務制 度 につ いて質 問 した。「直行 直帰
制 」が33.3%,「 裁量労 働制 」が18.2%,「 フ レック スタイム制 」が15.2%と な っ
て お り,「 その他」 と して 「シフ ト制」や 「時差 出勤 」を回答 した企業 が数社 あ る。
なお,地 震発 生 前 に 「サ テ ライ トオ フ ィス制」 や 「在宅勤 務制 」 を採用 していた
企業 は全 くなか った。
pl
フ レ ッ ク ス}
タ イ ム 制
直行直帰制
i
糎 労働制 類 紬 在宅勤務制 そ の 他
515.2 Ii33.3 618.2 1111 01!1515.2 -一_一 一一 囚一 　
③ 地震 発生前 の危機管 理 マ ニ ュアルの用意
問3で は,地 震 発生 前 に危 機管理 マニ ュアルを用意 して いたか どうか を質 問 し
た。 危 機管理 マニ ュアルを用意 して いない と回答 したのが54.5%,「 地震 を想定
してい ない もの」 が33.3%,「 膿 を想定 した もの」 が12・1%と な って いる・半
分以 上 の企業が危機 管理 に対 す る用意 を全 くして いなか った こと,地 震 を想定 し
た危機 管理 マ ニ ュアルを用 意 してい る企業 は約10社 に1社 程 度 しか なか った こ
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② 地 震発生 直後 の状況
① 地震 発生 後 の損 害規模
問4で は,地 震 発生 後 の社 屋 の損 害規模 や交通 ア クセ スの状 況 にっ いて質 問 し
た。社屋 にっ いて は,「 全壊」 と回 答 した企業 が21
.2%,「 半 壊」 が33.3%,「 無
事 」が45.5%と な って お り・社屋 に何 らか の損 害 を受 けた企 業が54
.5%と 半分以
上 を 占めて い るo`‐'方 ・交通 アクセス につ いて1ま
,「 全 面不渕 が75.8%,「 部分
不通」 が24.2%と な ってお り・交通 ア クセ スが 「通常通 り」 であ った と回答 した
ものは全 くなか った。
社 屋 の 損 害 交通 アクセ スの
全 壊 半 壊 無 事 全面不通 部分不通
721.2i 1133.3 1545.5 2575.8 8242
通常通り
!!1i
② 損 害 の回復 まで の期 間
問5で はf問4で 損 害 があ った と回答 した企業 に対 してs回 復 までの期 間を質
問 した。 社屋 にっ いては,「1カ 月以上」 と回答 した企業 が33 .3%で も っと も多
く,次 いで 「未 回復 の まま」が15.2%,「 数 日後」が9 .1%,「1週 間後 」 と 「2週
間後 」がそれ ぞれ6・1%・ 「1ヶ 月後」が3 .0%と な ってお り,約 半分 の企業 が地 震
発生 後1カ 月間以上 とい う長 期間 の社 屋 の被 害 を経験 して い る
。 具体 的 には,社
屋が損 害 を受 けた状 態 が数 カ月間続 いた とい う回答 が多 か った
。
数 日 後 1週 間後 2週 間後 1ヵ 月後 それ以 卜 未 回 復
39.1 2fi.i 2fi.1 13.0 1133.3 5i5.2
0方
,交 通 アクセ スにつ いて は,「1ヵ 月以 上」と回答 した企 業が84 。8%,「1カ
月後 」が6.1%,「2週 間後 」が3.0%と な ってお り,「未回 復 の まま」も3.0%あ っ









それ以 卜 1未 回 復
2884.8 13.0
③ 地震 発生 後 の全従業 員 との連 絡
問6で は,地 震 発生後,従 業 員全 員 と連絡 が取 れ たの はいっ頃 であ るのかを質
問 した。 もっと も多 か った 「数 日後」 が69 、7%,次 いで 「1週 間後」 が21 .2%,
「当 日」 が6.1%,「2週 間以上」が3 .0%と な って お り,地 震発生 か ら数 日間,従
業員 の動 向が余 り把握 で きなか った ことが よ く分 か る
。
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当 日 数 日 後 1週 間後 2週 間後 それ以上
2fi.1 2369.7 721.2 1111 13.0
…
④ 従業 員 との主 な連絡 手段
間7で は,地 震 発 生後 の企 業 と従 業員 との 間 の 主 な連絡 手 段 につ いて質 問 し
た。 「電 話」 と回答 したの が90.9%と 圧 倒 的 に多 く,次 に 「従 業員 自身 が出向 い
た」が42,4%,「 会社 の ス タ ッフが見 回 った」が39.4%と な ってい る。「フ ァ ック
ス」や 「パ ソ コ ン通 信」 を利用 した とい う回答 はなか った。
電 話 フ ァ ッ ク ス
パ ソ コ ン
通信
従 業 員 の出 社 会社 ス タッフ
の 見 回 り
そ の 他
3090.9 !1!1 11!1 1442.4 1339.4
!it1
⑤ 地震後の業務拠点の移転
問8で は,地 震発生後 の業務拠点の移転 にっいて質問 した。「神戸市内」に移転
したと回答 したのが27.3%,「 神戸市外」への移転がg.1%と な っているが,市 内
及び市外の両方へ移転 したと複数回答 した企業 もある。市外 の移転先 としては姫
路市,伊 丹市,明 石市,大 阪市が上げ られている。業務拠点 を移転 しなか った企
業が7割 弱 と過半数を超えている。





一 方,問9で は,業 務拠 点 の移転 を行 った と回答 した企業 に,ど の よ うな施設
に入居 したのかを質問 した。「自社 の他 の営業 所 な ど」へ の移転 が72.3%,「 テナ









新 規 賃 貸
872.3 18.3 216.7 111!
一一}一
⑥ 地震後 に役 立 った主な情報通 信機器
問10で は,地 震発生後 に役 立 った主 な情報 通信 機器 につ いて質問 した。 「携帯
電 話」が78.8%と もっと も多 く,次 いで,「 従来 の電 話」が66.7%,「 フ ァックス」
が48.5%と な ってお り,パ ソ コ ンを取 り上 げた企業 はほ とん どない。そ の他 の情
報通信機 器 と して は,ポ ケベ ルや公衆 電話 が上 げ られて い る。 このよ うに,携 帯
電話 は地震 な どの災害 時 に効 果 的な もので あ ると して評 価 されて い る。
従来の電話 携.r話
パ ソ コ ン フ ァ ッ ク ス そ の 他
2266.7 2678.8 2fi.1 1648.5 39.1
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⑦ 地震後 の通勤 対策
問11で は,地 震 発生 後 に どの よ うな通勤 対 策 を取 ったのか とい うことを質 問
した。 「自宅待機促 進」 が63.6%,「 直行 直帰 の適用 」が30 .3%T「 会社 泊 ま り込
み」と 「裁量労 働 の適 用」が27.3%,「 ホ テル室 の取 り押 さえ」と 「フ レックス タ
イ ムの適 用」が21.2%,「 通勤 バ ス確 保」が18 .2%,「 サテ ライ トオ フ ィスの適 用」
が15.2%と な って いる。「在宅勤 務 の適 用」を直接的 に取 り上 げた企業 はないが
,
「その他」 で 「休 業保証(在 宅勤 務 の変形)」 をあげ た企業 もあ る
。 なお,こ れ以
外 に 「そ の他」 と して取 り上 げ られ た もの と して は,「 自家用 車通勤」 「超過通勤
時 間 を所定 劣働 時間 とみ な した」 「自家用車 で の乗 り合 わせ通勤」 「早 めの帰宅」








































・ 問12で は,問11で 取 り上 げ られ てい る通勤対 策 が正式 な措 置で あ るの
か,管 理 担 当者 の裁量 によ る もので あ るのか を質 問 した。「正式 な措 置」であ ると
回答 したのが48.5%,「 管理担 当者 の裁量 によ るもの」が30 .3%,「 両方」で あ る
と した ものが21.2%で あ る。 その結 果,正 式 な措 置 で な くて も担 当者 の 裁量 に







管 理 担 当者






⑧ 危機管理 マニ ュアル の有効 性
問13で は,地 震 発 生後 に危 機 管理 マニ ュアルが役 に立 ったか ど うか を質 問 し
た。「あ る程度役 に 立った」 と回答 したのが46 .7%,「 不確 か」 と 「ほ とん ど役立
たなか った」 が20・2%,「 全 く役立 たなか った」が13 .3%と な ってお り,そ れ ほ














① 現 在,定 期的 に利用 されて い る情報通 信機器
問14で は,現 在,業 務遂行 の ため にどのよ うな情 報通信機 器 が定 期的 に利 用 さ
れ てい るのかを質 問 した。「従 来 の電話 」 と 「ファ ック ス」が100%,「 携帯電 話」
が75。8%,「 パ ソコ ン(含 む電 子 メール,パ ソコ ン通信)」 が57.6%と な って い る。
「そ の他」 と して取 り上 げ られ た もの と して は,「 ポケベ ル」 と 「専用 回線 」 が あ
る。地震発 生 前 と比較 す る と,携 帯電話,フ ァックスrパ ソコ ンの利 用 が増 加 し
てい るが,な かで も携帯電 話 の増加 が著 しい。
従来の電話
i
携帯 電 話 パ ソ コ ン フ ァ ッ ク ス そ の 他
33100.0 2575.$ 1957.fi 33100.0 39.1
② 現在導 入 されて い る勤務制度
間15で は,現 在,導 入 されて い る勤務制度 につ いて質 問 した。 「直行 直帰 制」
が33.3%,「 フ レックス タイ ム制」が21.2%,「 裁 量労 働制 」が18.2%と な って い
る。一方,こ れ ら以 外 に 「その他」の項 目で取 り上 げ られて い るもの と して,「 シ
フ ト制」 「変形 労働 時間制」 「時差 出勤 」 があ る。阪 神大震 災後 に 「サ テ ライ トオ
フ ィス制 」 や 「在宅勤 務制」 を採 用 した企 業 はゼ ロで あ る。
フ レ ッ ク ス
タ イ ム 制
直行直帰制 裁量労働副 サテライ
16冨 避 議721.2 1133.3
在宅勤務制
irii 鴇到
③ 危機 管理 マ ニ ュアル の見 直 し
問16で は,危 機管 理 マ ニュアルの見 直 しを検 討 してい るか どうか を質 問 した。
「あ る程 度 の見 直 し」 を検 討 して い る と回答 した もの が39.4%,「 全 面 的 な見 直
し」が30.3%,全 く考えて い な くて 「いいえ」 と回答 した のが30.3%と な ってお








,問17で は,前 間 で危機管 理 マ ニュアル の見 直 しを検 討 して い る と回答 し
た企業 に見直 しの最 大 の重点 を質 問 した。 「状況 の迅 速 な把握 」 と回答 したのが
43.5%t「 従業 員 の安全 確保」が30.4%,「 業務 機能 の維 持」が17.4%と な って お
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(4)組 織 の属 性
① 事業所 の所在地
事業所 の所 在地 と して は,神 戸 市中央区 が'12 .2%,同 東灘区 が18.2%,同 灘 区
が6」%,西 宮 市が3.0%と な って いる。
置鯛灘婆密鰍斜
② 企 業の業種
企 業 の業種 と して は■ 製 造業」 と 「卸売 ・小 売 業」が24 .2%,次 いで 「運輸 ・
通 信 業」と 「サー ビス業」が18.2%,「 電 気 ・ガ ス等供給 業」と 「金融 ・保 険 ・不






































③ 企 業 の 規 模
企 業 の 規 模 と して は,llOO～499人 」 が も っ と も多 くて51 .5%を 占 め て お り,
次 にrlOOO人 以]が27.3%,「500～999人 」 が18 .2%t「30～99人 」 が3 ,0%
で あ る,,
li甑隠翻聖1霊坐燈評蝶謂
④ 回答 者 の社内 にお ける所属
回答者 の社内 にお け る所属 と して は,「 総 務 部」が66 .7%,「 人 事部」が18.2%





t1)地 震 発生 前の状 況
① 地震 発生 前の住 ま い
問1で は,地 震 発生 前 に どこに居住 してい たのかを質 問 した。「神戸 市内」と回
答 した者 が59.3%,「 一神戸 市外」が40.7%と な って い る。「神戸市 外」 と回答 した
者の多 くは,明 石llf,姫 路 市,芦 屋 市,西 宮ll∫な どの兵庫県内 の都 市に住 んで い
る。
匿魁 墨璽
② 地震 発生 前 の勤 務先
間2で は,地 震発生 前 の勤 務先 が ど こで あ ったの かを質 問 した。「神戸 市内」と
回答 した者が97.3%で ほ とん どで あ る。その うち,中 央区が もっと も多 くて,次
が東灘 区で あ る。
÷魁憾]
③ 地 震 発 生 前 の 通 勤 手段
問3で は,地 震 発 生 前 の通 勤 手 段 に っ い て 質 問 した。 「電 刺 と回 答 した 者 が
66.4%,「 バ ス」 が21.2%,「 地 ド鉄 」 が17.7%,「 マ イ カ ー」 が14.2%,「 歩 き」
が8.8%と 続 い て い る。 「そ の 他 」 と して は,「 バ イ ク」 と1ポ ー トラ イ ナ ー」 が あ
る。
_____一 一__一 一一 一一 一 一一 旧一　 一一 「1
曝
2017.7⊃ ∴ 匿
　 　皿 り 一




④ 地 震発 生 前の通勤 時間(片 道)
問4で は,地 震 発生 前の通勤 時間 につ いて質問 した。「31-60分 」と回答 した者
が56.6%と も っと も多 く,次 いで 「30分 以 内」が20.4%,「61-90分 」が19.5%
とな って い る。通 勤時 間60分 以 下 の者が約75%を 占めて お り,「120分 以上」 と
回答 した者 はゼ ロで あ る。 この よ うに,神 戸 の通勤 時 間 は首都圏な ど と比 較す る
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⑤ 業 務遂行 におけ る情 報通 信機器 の利用
問5で は,地 震 発生 の前,業 務遂行 の たあ,ど の よ うな情報 通信 機器 を定期 的
に利 用 して い た の か とい う こ とを 質 問 した。 「従 来 の 電 話」 と回 答 した者 が
96.5%,「 フ ァ ックス」 が61 .9%,「 パ ソコ ン」が18.6%と な ってお り,「 携帯 電
話 」 と した者 は5.3%し か いない。 「その他 」の機器 と して は,テ レ ック ス,専 用




フ ァ ッ ク ス
7asi.s ～の3碧
⑥ 地震発 生前 に導入 され ていた勤 務 制度
間6で は,地 震発 生前 に導 入 され ていた勤務制度 にっ いて質 問 した。「直行 直帰
制 」が29.2%,「 裁量労働 制」が11.5%,「 フ レックス タイ ム制」が10 .6%で,そ
の他 と して 「交 代制」 や 「固定 時間制」 と回答 した者が数人 あ る
。 地震発 生前 に
「サ テ ライ トオ フィス制」や 「在宅勤 務制」の もとで 仕事 を して いた者 は皆 無 であ
る。
一
フ レ ッ ク ス
タ イ ム 制
『 一{+
x2ia.s
直行直帰制 裁量労働制 サ テ ラ イ ト
オ フ イ ス 制
在宅勤務制 そ の 他
3329.2 1211.5 000.0 1111 76.2
② 地震 発生 直後 の状 況(混 乱期)
① 地震 後 の損害規模
問7で は,地 震 発生後 の家屋,社 屋,通 勤手段 の損 害状 況 について質 問 した
。
家屋 につ いて は・「半壊 」 と回答 した者が35.4%,「 全壊」が8 .0%で,「 無 事」が
54,9%で あ る。社屋 につ いて は,「 半 壊」が36 .3%,「 全壊 」が8.8%,「 無事 」が
52・2%と な って い る。通 勤 手段 につ いては,「 全面不通 」 と回答 した者が61.9%,











社 屋 の 損 害
全 壊 半 壊 無 事
1 4136.3 5952.2
(170) 阪神大震災と通勤及び仕事環境の変化157





② 損害 の回復 まで の期間
間8で は,問7で 損害 が あ った と回答 した者 に対 して,回 復 まで の期間 が どれ
くらいあ ったのかを質 問 した。 家屋 にっ いて は,「1ヵ 月以 上」 と回答 した者が
も っと も多 くて42.9%,次 いで 「未回復 」が36.7%,「1ヵ 月後」が14.3%と な っ
て い る。「1ヵ 月以 上」と した者 の具体 的 な期闇 と して は,数 ヵ月か ら約 半年 間 と
回答 した者 が多 い。
数 日 後
36.1
1週 間後 2週 間後 1ヵ 月後 それ以r 未 回 復
1111 1111 714.3 2142.9 1836.7
社 屋 にっ いて は,「1カ 月以上」と回答 した者 が5fi.9%で もっと も多 く,次 いで
「数 日後 」が13.8%,「 未回復 の まま」が9.8%,「2週 間後」 と 「1ヶ 月後」が そ
れぞれ7.8%と な って お り,回 答者 が勤務 す る企 業 の うち半分 以上 が地震発 生後
1ヵ 月間以上 とい う長 期間 の社屋 の被害 を経 験 してい る。なお,具 体 的 には,社 屋
が回復 す るまで数 カ月か ら半 年間 かか った と回答 した者が 多 い。 このよ うな社屋
の被害状 況 を見 る と,企 業 の活動 に も相 当 な影 響 を与 えてい ただ ろ うことが想像
で きる。
数 日 後 1週 間後 2週 間後 1ヵ 月後 それ以h 未 回 復
713.$ 23.9
・ 47.8 2956.9 ・
一 方,通 勤手段 の回 復 にっ いて は,「1カ 月以上」 と回答 した者 が59.7%,「1
ヵ月後」が23.4%,「2週 間後」が7.5%と な って お り,「未 回復 の まま」が7.5%
あ る。通 勤 手段 の回復 まで 「1ヵ 月以上」 と回答 した者 に,具 体 的な期間 を記入
して も らった と ころ,2～3ヵ 月 と回答 した者 が多 い。
数 日 後 1週 間後 2週 間後 1ヵ 月後 それ以h 未 回 復
21.9 1111 $7.5 2523.4 645s.7 87.5
③ 地震後 の泊 ま り先
問9で は,地 震 発生後 に回答者 が どこに泊 ま って いたのか とい うことを質問 し
た。「自宅」 と回答 した者 が..%と 多 く,次 いで 「親 戚 ・知 人宅」 が14.2%,
「会社 泊 ま り込 み」+「 その他 の会 社施設 」 が13.3%,「 避 難所」 が9.7%と な っ
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④ 地震後 の泊 ま り先 の立地場 所
問10で は,問9で 回答 のあ った泊 ま り先 の立地 場所 を質 問 した。 「神戸 市 内」
と回答 した者 が46.9%a「 神戸市 外」 が34.5%と な って いる。 市外 の泊 ま り先 と
して は,明 石 市,伊 丹 市,西 宮 市な どの兵庫県 内 の都市 が もっと も多 く上 げ られ
てい るが,大 阪 府以外 に岡山県岡 山 市,滋 賀県 八 日市,広 島県福 山 市な どを回答
した者 もい る。 なお,こ の設 問 につ いて は,無 回答 が約19%あ る。
匪鐙 艶 響,
⑤ 地 震後 の住 まいの移転
問11で は,地 震 後 の住 まいの移転 にっ いて質 問 した。1い いえ」 と回答 した者
が85・8%を 占めてお り,住 まいの移 転 を した者 は少数 で あ る。





問12で は,地 震後の勤務先 の移転 にっいて質問 した。「いいえ」 と回答 した者
が88.5%を 占めており,勤 務先の移転を経験 した者 も少数である。
E轟1匪璽モ璽]
⑦ 地震後 における通常 の通勤手段 の利用
問13で は,地 震後 に住 まいも勤務先 も移転 しなか った場合に,通 常の通勤手段
の利用が可能であったのかどうか とい うことを質問 した。通常の通勤手段の利用
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⑧ 地 震後 の勤務 先 との連 絡
問14で は,地 震発 生後,勤 務先 と連絡 が取 れたのが いっで あ ったのか を質 問 し
た。 もっと も多 か った 「数 日後 」が53.1%,次 いで 「当 日」が46・0%と な って お
り,地 震発 生 か ら数 日間,勤 務 先 との連 絡 が取 れ ない者 が多 か った こ とが よ く分
か る。
当 日 数 日 後 1週 間後2週 間後




⑨ 勤務 先 との主 な連 絡 手段
間15で は,地 震発 生後 の従 業 員 と勤 務 先 との間 の 主な連絡 手段 につ いて質 問
した。 「電話 」 と回答 したの が74.3%と 多 く,次 に 「従業 員 自身 が出向 い た」 が
27.4%,「 フ ァックス」が7.0%と な ってい る。「会社 の ス タッフが見 回 った」,「パ
ソコ ン通信 」 を利 用 したとい う回答 はほとん どなか った。
需 フ1÷墜÷ 轍 璽盈 調
⑩ 地震 後 に初 めて出社 を考え た時 期
間16で は,地 震 後 に出社 す る ことを初 めて考 え たの は いっ頃で あ ったのか を
質問 した。「当 日」 と回答 した者が47.8%,次 いで 「数 日後」が42.5%,「1週 間








数 日 後 【 1週 間後 2週 間後 それ以L一一
21.8




⑪ 地 震後 に実 際 に出社 した時期
間17で は,地 震 後,実 際 に初 めて 出社 した の は いっ で あ るの か を質 問 した。
「数 日後 」 と回答 した者が もっ とも多 く51.3%,次 いで 「当 日」が27.4%r「1週
間後」が10.6%と な って い る。前間 にあるよ うに,当 日出社 しよ う と考えて いた
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者 は5割 近 くいたが,実 際 に出社 で きた のが数El後 にな った者 が かな りい た こと
が分か る。






⑫ 地 震後 の出社 の際 の通 勤手段
間18で は・地 震後 の初 めて の 出社 の際 の通 勤 手段 につ い て質 問 した。 「マ イ
カ ー」 と回答 した者 が33.6%,「 歩 き」が31 .0%,「 電 車 」が18.6%,「 自転車」
が15.9%,「 バ ス」が11.5%,「 地 下鉄」 が9 .7%と な って い る。 「その他」 に はs
バ イ ク,会 社 の車,タ ク シーな どが含 まれ てい る。
マイか 百薪
383361835




⑬ 輸送機 関 の完全回 復 までの主 な通 勤手段
間19で は,輸 送 機 関 の完 全回復 まで の主 な通勤 手段 にっ いて質 問 した
。「歩 き」
と回答 した者 が もっと も多 くて35.4%,次 いで 「電 車」 と 「マ イカ ー」が それ ぞ
れ31.9%,「 バ ス」が27.4%,「 地 下鉄」 と 「自転車 」が それ ぞれ16 .8%と な って
い る。 この よ うに・神戸 で は・ 「歩 き」 が ひ とっ の 主要 な交通 手段 とな ってい る
。
なおr「 その他」 には,バ イ ク,代 替 バ ス,フ ェ リーな どが含 まれて い る
。
電 車 地 下 鉄 パ ス マ イ カ ー 自 転 車 歩 き
3fi31.9 1916.8 3127.4 3631.9 1916.$ 4U35.4
そ の 他
1715.0
⑭ 輸送 機関 の完全 回復 まで の通勤 時間(片 道)
問20で は,輸 送機 関 の完 全 回 復 まで の通 勤 時 間(片 道)に っ いて質 問 した
。
「120分 以上 」 と回答 した者 が30.1%で も っと も多 く,次 い で 「91-120分 」 が
29.2%,「s1-90分 」が24.8%と な って い る。地 震前 には,通 勤 時 間60分 以 下が
約75%を 占め て いたが,地 震後 に はその割 合 が15.1%に まで低下 してい る。首 都
圏 と比 較 して,神 戸 のよ うに通勤 時間 が短 分間 で あ る地域 で も地震 後 の輸 送機 関
の混乱 状態 で は この よ うに長時 間通勤 を強 い られ て いたの が実 態 であ る
。
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30分 以 内 31-60分 61-90分 91-120分 120分 以L
87.1 ・1 2824.$ 3329.2 3430.1
⑮ 地震 後 に新 たに導 入 され た勤務 制度
間21で は,地 震 後 に新 たな導 入 され た勤務 制度 にっ いて質 問 した。 「フ レック
ス タイ ム制」 と回答 した者 が12.4%,「 裁量労 働制」 が9、7%,「 在宅勤務 制」 が
7.1%,「 直行 直帰 制」が3.5%と な ってお り,新 たな勤 務制度 を導 入 して い る企業
の数 は少 な い。「そ の他 」には 「一 時的 にサ テ ライ トオ フ ィス制 を導 入」,「就 業時
間 の変更」な どが含 まれて い る。な お,「 サテ ライ トオフ ィス制 」や 「在宅 勤務制」
な どのテ レコ ミュー テ ィングに関連 した勤 務制度 を採用 して い ると回答 した者 の
合計 は8.9%で 非常 に少 な い。
フ レ ッ ク ス
タ イ ム 制
直行直帰制 裁量労働制
サ テ ラ イ ト
オ フ イ ス 制
在宅勤務制 そ の 他
1412.4 43.5 119.7 21.8 87.1 119.7
⑯ 新 たに導 入 され た勤務 制度 と上司 の裁量 権
問22で は,問21で 取 り上 げ られ た勤 務制度 を採用 す るに当た って,直 接 の上
司 の裁 量権 で利用 で きた ものがあ るのか ど うか を質 問 した。「裁 量労 働制」と回答
した者が18.6%,「 フ レックス タイム制」が15.9%,「 直行 直帰 制」がll.5%,「 在
宅勤 務制」 が9.7%,「 サ テ ライ トオ フ ィス制 」が5.3%と な ってい る。「そ の他」
の中 には,「 自宅待 機」 「早帰 り」 「時 間短縮」 な どが取 り上 げ られ てい る。
フ レ ッ ク ス
タ イ ム 制
直行直帰制 裁量労働制
サ テ ラ イ ト
オ フ イ ス制
在宅勤務制 そ の 他
1815.9 1311.5 2118.6 65.3 ll9.7 511
⑧ 現在 の状況
① 現在 の通勤 手段
問23で は,現 在 の通勤 手段 にっ いて質問 した。「電車」と回答 した者 が65.5%,
「バ ス」が21.1%,「 地下鉄 」が18.6%,「 マ イカー」が10.6%,「 歩 き」が8.8%,
「自転 車」が3.5%で あ る。「そ の他 」に は,バ イ クな どが含 まれ る。現在 の通 勤 手
段 か らも分 か るよ うに,ほ ぼ地震 前 の通 勤状態 に戻 って いる。
電 車 地 下 鉄 バ ス マ イ カ ー 自 転 車 歩 き
7465.5 2118.6 2421.2 1210.6 43.5 1..
そ の 他
54.4
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② 現在 の通勤 時間(片 道)
問24で は,現 在 の通 勤時間 にっ いて質問 した。 「31-so分 」 と回答 した者 が
54.9%と も っとも多 く,次 いで 「srso分 」 が22 。1%,「30分 以 内Jが14 .2%,
「91-一 120分 」 が6・2%と な って し、る.通 勤時 間60分 以 ドが約7割 を 誘iめてお り
,
「120分 以 上」 と回答 した者 はゼ ロで あ る
。 この よ うに,現 在 の神戸 の通勤 時 間 は
地震 前 の状態 に ほぼ戻 って来 てい る。
悪要鑛 墨塾1空糾警露
③ 現在 の住 まい
問25で は,現 在 の住 まいを質 問 した。「自宅」 と回答 した者 がs2 .o%と ほ とん
どを占め てお り・それ以 外 に は 「その他」が3 .5%,1そ の他 の会社施 設」が2 .7%
あ るだけで あ る。 なお,「 その他 」 と回答 した者 は,「 賃 貸 マ ンシ ョン」,「仮設住





















④ 現在 の住 まいの立地場 所
問26で は,現 在 の住 まいの 立地場所 にっ いて質問 した。「神 戸 市内」が53、1%,
「神戸 市外」が43.4%で あ る。「神戸 市外 」 と して は,県 内の芦屋 市,西 宮rf∫,明
石 市,伊 丹 市,姫 路 市,宝 塚 市,県 外 と しては,大 阪府 茨城 市,吹 田市,寝 屋 川
市,大 阪 市な どが上 げ られて い る。
1劃 垂蜘
⑤ 現 在 の業務 遂行 の ための情報 通信機 器 の利 用
問27で は,現 在,業 務遂行 の ために どの よ うな情 報通信 機器 を定期 的 に利 用 し
て い るの か と い う こ と を 質 問 した。 「従 来 の 電 話 」 と回 答 した 者 が96 .5%,
「フ ァックス」が73.5%,「 パ ソコ ン」 が23 .g%,「 携帯電 話」 が15.9%と な って
お り,地 震発生 前 と比 較 して,「 フ ァ ック ス」 と 「携 帯電 話」の利用 が かな り増加
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して い る。 「そ の他 」 の機 器 と して は,「 テ レ ック ス」,「 専 用 回線 」,「 ポ ケ ベ ル 」,
「JR電 話 」 な どが あ る。












⑥ 現在,導 入 され て い る勤 務制度
間28で は,現 在,勤 務 先 に導 入 されて い る勤務制 度 にっ いて質 問 した。 「直行
直帰制 」が27.4%,「 フ レックス タイム制 」が20.4%,「 裁 量労働 制」が16.8%で,
「そ の他」 と して 「交代 制」や 「固定時 間制」な どを回答 した者 が数人 あ る。なお,
「サテ ライ トオ フ ィス制 」と 「在 宅勤務 制」を導入 してい る企業 が それぞれ1社 あ
る。
1鐙1璽票繧燵欝」塵 匪～姻
{4)回 答 者 の属 性
① 回 答 者 の年 齢
回 答 者 の年 齢 は,「30-一一39歳 」 が31.9%,「20--29歳 」 が28.3%,「40…49歳 」
が20.4%,「50歳 以 上 」 が19.5%と な って い る。
「纏 灘 王遜狂嘘1]
② 回答者 の性別
回答 者 の性 別 は,「 男性」 が72.6%,「 女性 」が27.4%と な って い る。
匿 η震27隻
③ 回答 者 の職 種
回答者 の職種 と して は,「 事務職 」(経 理,総 務等)が58.4%,「 課長以 上 の管 理
職 」 が28.3%,「 ソフ ト開発 」 が8.0%な ど とな って い る。
唾i⊥盤墜難]⊥霊 慧 隻璽]






サ ー ビ ス
そ の 他
]=亜 コ32.7} 43.5
④ 回答 者 の勤 務先 企業 の業 種
回答 者 の勤 務先企 業 の業種 と して は,「 卸売 ・小売 業」が23 .9%}「 運輸 ・通 信
業 」と 「サー ビス業 」が それ ぞ る20 .4%な どとな って い る。「その他 」に は,情 報
処 理 や倉庫 業 な どが あ る。






建 設 業 電気 ・ガス
等 供 給 業
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サ ー ビ ス 業1 そ の 他
C2320.41513.3
⑥ 回 答 者 の勤 務 先 の 企 業 規 模
企 業 の 規 模 と して は・ 「100～499人 」 が33 .6%を 占 め て お り,次 に 「1000人 以
上 」 が32.7%,「500～999人 」 が24 .8%,「30～99人 」 が3 .5%で あ る。
一
29人 以下
一_
30～99人 100～499人
10.9 43.5 3833.fi
500～999人
2824.8
1000人 以 上
3732.7
